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令和元年１２月６日
東北電力株式会社

東通原子力発電所

基準地震動策定のうち敷地ごとに震源を特定して

策定する地震動について（概要）

資料１－１
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敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

• 地質調査，観測記録等による敷地地盤の振動特性の検討
• 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定
• 理論的手法に用いる地下構造モデルの設定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

①検討用地震の選定，断層モデルの設定

プレート間地震 海洋プレート内地震 内陸地殻内地震

震源を特定せず策定する地震動※

・Mw6.5以上の地震
地域性を考慮して採用する地震を選定

・Mw6.5未満の地震
基盤地震動が評価可能な地震を選定

②地震動評価

応答スペクトル手法による地震動評価断層モデル手法による地震動評価

基準地震動の策定※

基準地震動Ss-D
応答スペクトルによる基準地震動

基準地震動Ss-N
震源を特定せず策定する地震動

基準地震動Ss-F
断層モデル手法による基準地震動

基準地震動の超過確率の参照※

特定震源モデル及び領域震源モデルに基づき地震ハザード評価を実施

敷地周辺の地震発生状況

• 被害地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以上の地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以下の地震

検討対象地震（16地震）

基準地震動の策定全体フロー

※本資料対象範囲外

大小関係 大小関係
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１．敷地周辺の地震発生状況
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１．敷地周辺の地震発生状況

（１）敷地周辺における主な被害地震の震央分布

特 徴

 青森県東方沖で1968年十勝沖地震(M7.9)等の
M7クラスのプレート間地震が発生。また，岩手県
沖から茨城県沖にかけての震源域が活動した
2011年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)が発生。

 敷地周辺では，海洋プレート内地震の被害地震
は知られていない。東北地方では二重深発地震
面上面の活動が優勢で，遠方では，2011年4月7
日宮城県沖の地震(M7.2)等が発生。一方，下面
の地震としては2008年岩手県沿岸北部の地震
(M6.8)が発生。遠方では，1994年北海道東方沖
地震(M8.2)，1933年三陸沖の地震(M8.1)が発生。

 内陸地殻内地震として，1766年津軽の地震
(M7.4)等が発生。

 日本海東縁部では1983年日本海中部地震(M7.7)
等が発生しているが敷地への影響は小さい。

主な被害地震
：プレート間地震
：海洋プレート内地震
：内陸地殻内地震
：日本海東縁部の地震

1994年北海道南西沖

1983年日本海中部

1766年津軽

1994年北海道東方沖

1993年釧路沖

1933年三陸沖

2003年宮城県沖

2011年宮城県沖

2008年岩手県沿岸北部

2011年東北地方太平洋沖地震

2003年十勝沖

1968年十勝沖

1763年陸奥八戸

1856年日高・胆振・渡島・南部

敷地周辺の主な被害地震の分布
（599年～2019年2月）

東通原子力発電所

［1922年以前は宇佐美ほか（2013），1923年以降は気
象庁（2019）による。］



6
１．敷地周辺の地震発生状況

（２）プレート境界面

深発地震の震源の等深線〔長谷川ほか（1983）に一部加筆〕

特 徴

 敷地が位置する東北地方では，日本海溝で陸側の
プレートの下に海洋プレートである太平洋プレート
が沈み込んでいる。

 沈み込んだ太平洋プレートは，陸側に近づくにした
がって深くなっている。

 敷地周辺では，プレート境界の深さは80ｋｍ程度で
あり，敷地はアサイスミックフロントよりも西側に位
置する。

東通原子力発電所
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１．敷地周辺の地震発生状況

（３）敷地周辺におけるM5.0以上の地震の発生状況

（1922年～2017年：気象庁（2019））

 太平洋側海域で発生頻度が高い。敷地から50km以内ではM7を超える地震は発生していない。

幅50km
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１．敷地周辺の地震発生状況

（４）敷地周辺におけるM5.0以下の地震の発生状況（１）

 深さ0～30kmでは，海域のプレート境界付近および陸域の地殻内で地震が発生。

 深さ30～60kmでは，多くの地震がプレート境界付近で発生しており，陸域の地震はほとんど見られない。

震源深さ 0～30km 震源深さ 30～60km

（2011年～2017年：気象庁（2019））
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 深さ60km以深では，太平洋プレートの沈み込みに沿って地震の発生が見られる。

震源深さ 60～100km 震源深さ 100km以深

１．敷地周辺の地震発生状況

（５）敷地周辺におけるM5.0以下の地震の発生状況（２）

（2011年～2017年：気象庁（2019））
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 太平洋プレートの沈み込みに沿って二重深発地震面が見られる。

１．敷地周辺の地震発生状況

（６）敷地周辺におけるM5.0以下の地震の発生状況（３）

幅50km
幅50km

（2011年～2017年：気象庁（2019））
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 太平洋プレートの沈み込みに沿って二重深発地震面が見られる。

１．敷地周辺の地震発生状況

（７）敷地周辺におけるM5.0以下の地震の発生状況（４）

幅50km

幅50km

（2011年～2017年：気象庁（2019））
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

（１）はぎとり解析に用いる地下構造モデル

▽岩盤上部

（解放基盤表面相当）

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

ＶＳ

（ｍ/s）
ＶP

（ｍ/s）
Qs Qp

－ － － － － －

0.5 1.90 58 130 0.52f0.53 1.01f0.50

0.5 1.90 60 180 0.52f0.53 1.01f0.50

1.0 1.90 280 480 9.94f1.00 1.00f0.50

2.0 1.90 280 480 9.94f1.00 1.00f0.50

2.0 1.90 380 810 9.97f1.00 1.24f0.53

3.0 1.90 920 1710 9.97f1.00 1.24f0.53

1.0 2.24 1300 2250 1.02f0.83 1.53f0.72

9.0 2.24 1300 2250 1.02f0.83 1.53f0.72

55.0 2.24 1790 3020 1.02f0.83 1.53f0.72

20.8 2.72 1800 3200 1.02f0.83 1.53f0.72

23.2 2.72 1800 3200 1.02f0.83 1.53f0.72

60.0 2.30 1910 3500 1.57f0.88 1.37f0.91

24.0 2.30 2030 3540 1.57f0.88 1.37f0.91

62.0 2.30 2100 3600 1.57f0.88 1.37f0.91

30.8 2.33 2090 3690 1.57f0.88 1.37f0.91

∞ 2.33 2090 3690 1.57f0.88 1.37f0.91

+12.0

+11.5

+11.0

+10.0

+8.0

+6.0

+3.0

+2.0

各観測点におけるはぎとり波算定に用いる地盤モデルのせん断波速度等は，池浦（2009）に基づく地震観測記録（信号成分）の伝達
関数を対象とした逆解析により設定。Ｑ値（減衰）は，地震観測記録（信号成分＋雑音）の伝達関数を対象とした逆解析により設定。

解放基盤表面の地震動評価として採用する観測点はT.P.+2.0m，地盤のせん断波速度はVs=1300m/s。

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

地震観測点位置を示す
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

（２）統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル

▽岩盤上部

（解放基盤表面相当）

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

ＶＳ

（ｍ/s）
ＶP

（ｍ/s）
Qs Qp

－ － － － － －

9.0 2.24 1300 2250 1.23f0.74 3.06f0.51

55.0 2.24 1790 3020 1.23f0.74 3.06f0.51

20.8 2.72 1800 3200 1.23f0.74 3.06f0.51

23.2 2.72 1800 3200 1.23f0.74 3.06f0.51

60.0 2.30 1910 3500 8.91f0.94 3.55f0.76

24.0 2.30 2030 3540 8.91f0.94 3.55f0.76

62.0 2.30 2100 3600 8.91f0.94 3.55f0.76

30.8 2.33 2090 3690 8.91f0.94 3.55f0.76

271.0 2.45 2440 3760 100 100

931.0 2.45 2450 3930 100 100

923.0 2.46 2490 3940 100 100

580.0 2.52 2780 4060 100 100

∞ 2.63 3360 5800 150 150

▽地震基盤

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-553.8

-1484.8

-2407.8

-2987.8

 地震観測点以浅のせん断波速度やＱ値（減衰）等は，池浦（2009）に基づく地震観測記録（信号成分）の伝達関数を対象とした逆解
析により設定。

 地震観測点以深のせん断波速度等は，観測記録の水平／上下スペクトル振幅比の逆解析結果に基づき設定。Ｑ値（減衰）につい
てはAbercrombie (1997)を参照し設定。

地震観測点位置を示す
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

（３）ハイブリッド合成法のうち理論的手法に用いる地下構造モデル

▽岩盤上部

（解放基盤表面相当）

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

ＶＳ

（ｍ/s）
ＶP

（ｍ/s）
Qs Qp

－ － － － － －

9.0 2.24 1300 2250 100 100

55.0 2.24 1790 3020 100 100

20.8 2.72 1800 3200 100 100

23.2 2.72 1800 3200 100 100

60.0 2.30 1910 3500 100 100

24.0 2.30 2030 3540 100 100

62.0 2.30 2100 3600 100 100

30.8 2.33 2090 3690 100 100

271.0 2.45 2440 3760 100 100

931.0 2.45 2450 3930 100 100

923.0 2.46 2490 3940 150 150

580.0 2.52 2780 4060 150 150

12.2 2.63 3360 5800 150 150

12000.0 2.69 3580 6180 300 300

10000.0 2.80 3700 6400 300 300

∞ 3.20 4100 7100 500 500

▽地震基盤

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-553.8

-1484.8

-2407.8

-2987.8

-3000.0

-15000.0

-25000.0

 地震基盤以浅は，統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造モデルと同様。

 地震基盤以深は，地震調査研究推進本部（2004a）及び永井ほか(2001)を参考に設定。

地震観測点位置を示す
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

３．１ プレート間地震
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

（１）地震動評価フロー

【過去の地震】
・1763年陸奥八戸の地震(M7.4) 
・1856年日高･胆振･渡島･津軽･南部の地震(M7.5)
・1952年十勝沖地震(M8.2)
・1968年十勝沖地震(M7.9)
・1994年三陸はるか沖地震(M7.6)
・2011年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)

検討用地震の選定

地震動評価 断層モデルを用いた手法＊による地震動評価

不確かさの検討・反映
強震動生成域
(SMGA)の位置

破壊開始点

M9プレート間地震
(2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震(Mw9.0))

各種調査

＊経験的グリーン関数法
波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

 プレート間地震としては，敷地前面の青森県沖の領域が破壊するＭ９プレート間地震を想定する。

検討用地震は，既往の距離減衰式に対して外挿となること及
び敷地から見て広範囲に震源領域が拡がっていることから，
距離減衰式による評価が困難であるため，断層モデルを用い
た手法による地震動評価を行う。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

（２）検討用地震の地震動評価（基本ケース）

基本ケースの主な特徴

 三陸沖北部の領域にも2011年東北地方太平
洋沖地震（Mw9.0）と同程度の規模の地震を想
定。

 モデル諸元は諸井ほか（2013）に基づき設定，
SMGAの配置は過去に発生したM7～8の地震
の震源域の場所に設定。

 敷地に最も近い三陸沖北部のSMGAについて
は，1978年宮城県沖地震の短周期レベルを参
考に応力降下量を考慮。

 破壊開始点は，破壊が敷地に向かう位置に複
数設定。

検討用地震の基本震源モデル

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点
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検討ケース
地震
規模

SMGAの位置
応力降下量

（短周期レベル）
破壊

開始点

①基本震源モデル
（基本ケース）

M9.0
Mw9.0

M0=4.0×1022Nm

M7～8の過去の地震の震源域と
の対応を考慮し設定

SMGA1～2：1978年宮城県沖地震を踏まえた短周期レベル
SMGA3～5：諸井ほか（2013）に基づく面積比12.5%相当の短周

期レベル
複数

②SMGAの位置の不確かさを
考慮したケース（不確かさ
ケース）

M9.0
Mw9.0

M0=4.0×1022Nm
SMGA1をサイト直近に移動

SMGA1～2：1978年宮城県沖地震を踏まえた短周期レベル
SMGA3～5：諸井ほか（2013）に基づく面積比12.5%相当の短周

期レベル
複数

 不確かさケースとして，敷地に最も近い三陸沖北部のＳＭＧＡ１を敷地側に寄せたケースを考慮。

②SMGAの位置の不確かさを考慮したケース①基本震源モデル

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

（３）検討用地震の地震動評価（不確かさケース）

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

（４）検討用地震の地震動評価結果

 断層モデルを用いた地震動の評価には，経験的グリーン関数法を採用。

鉛直方向水平方向

NS方向 EW方向

①基本震源モデル
②SMGA位置の不確かさを考慮したケース
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

３．２ 海洋プレート内地震
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

（１）地震動評価フロー

【敷地周辺の過去の地震】
○沈み込んだ海洋プレート内の地震

二重深発地震面 上面の地震
・2003年宮城県沖の地震(M7.1)，2011年宮城県沖の地震(M7.2) 

二重深発地震面 下面の地震
・2008年岩手県沿岸北部の地震(M6.8)，1993年釧路沖地震(M7.5) 

沖合いの浅い地震
・1994年北海道東方沖地震(M8.2，世界的に最大級の地震)

○沈み込む海洋プレート内の地震
・1933年三陸沖の地震(M8.1)，2011年三陸沖の地震(M7.5)

検討用地震の選定

地震動評価
断層モデル手法＊による

地震動評価

不確かさの検討・反映 地震規模短周期レベル
（応力降下量）

断層の位置

2011年4月7日宮城県沖型地震
（M7.2，二重深発地震面 上面の地震)

各種地震の想定

応答スペクトル手法による
地震動評価

各種調査

破壊開始点

＊統計的グリーン関数法
波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

【敷地周辺の海洋プ
レート内地震発生の
特徴】

保守的に敷地に最も近い海洋プレート内に地震を想定

 敷地の位置する東北地方と北海道のテクトニクス上の違い及び敷地周辺のテクトニクス上の特徴等を踏まえ，「2011年4月7日宮城県沖
型地震（Ｍ7.2）」を海洋プレート内地震の検討用地震として選定。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

（２）検討用地震の地震動評価（基本ケース）

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

基準点

東通原子力発電所
平面図

断面図

プレート境界

海洋プレートのモホ面

海洋地殻（厚さ7km）
海洋性マントル

基本ケースの断層モデル

 検討用地震の地震規模は，2011年4月7日宮城県
沖の地震（M7.2）に基づきM7.2（Mw7.1）と設定。

 断層面位置は，沈み込む海洋プレートに対して，
敷地に最も近い位置（海洋プレート上面に垂線を
引いた位置）に想定。プレートの上面深さはJ-
SHIS（2018）を参考に設定。

 断層面は，2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）
に基づきプレート上面との傾斜角を60°とし，断層
上端深さを海洋性マントル最上部（モホ面）に設定。

 断層モデルの各種諸元は，地震調査研究推進本
部（2017） 「震源断層を特定した地震の強震動予
測手法(「レシピ」)」に基づき設定。

 SMGAの位置は，敷地に近づくように断層面上端
の中央に設定。破壊開始点は，複数設定。

検討用地震の基本震源モデル

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点

東通原子力発電所
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

（３）検討用地震の地震動評価（不確かさケース）

①基本震源モデル
②応力降下量（短周期レベル）の

不確かさを考慮したケース

③断層面位置の不確かさを
考慮したケース

④地震規模の不確かさを
考慮したケース

ケース
地震
規模

断層面位置
応力降下量

（短周期レベル）
SMGA位置

破壊
開始点

①基本震源モデル
（基本ケース）

M7.2
（Mw7.1）

断層面：敷地直近となる位置
（海洋性地殻下端～応力中立面）

地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

②応力降下量（短周期レベル）の不
確かさを考慮したケース（不確か
さケース１）

M7.2
（Mw7.1）

断層面：敷地直近となる位置
（海洋性地殻下端～応力中立面）

地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値×1.5
倍

断層面上端 複数

③断層面位置の不確かさを
考慮したケース（不確かさケース２）

M7.2
（Mw7.1）

断層面：敷地直近となる位置
（海洋性地殻上端に配置）

地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

④地震規模の不確かさを
考慮したケース（不確かさケース３）

M7.5
（Mw7.4）

断層面：敷地直近となる位置
（海洋性地殻下端～応力中立面）

地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

敷地 敷地 敷地破壊開始点1
破壊開始点2

破壊開始点3

破壊開始点1
破壊開始点2

破壊開始点3

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ

不確かさケースとして応力降下量（短周期レベル，地震調査研究推進本部（2017）の1.5倍），断層面位置（海洋性地殻上端まで引き上
げ），地震規模（Ｍ7.5）の不確かさを考慮。

断層モデル（平面図）

断層モデル（断面図）

③断層面位置の不確かさ
を考慮したケース

①基本震源モデル
②応力降下量（短周期レベル）

の不確かさを考慮したケース
④地震規模の不確かさを考慮

したケース

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点

敷地

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

（４）検討用地震の地震動評価結果（断層モデル手法による地震動評価）

①基本震源モデル
②短周期レベルの不確かさを考慮したケース
③断層面位置の不確かさを考慮したケース
④地震規模の不確かさを考慮したケース

 断層モデルを用いた地震動の評価には，統計的グリーン関数法を採用。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

（５）検討用地震の地震動評価結果（応答スペクトル手法による地震動評価）

水平方向 鉛直方向

①基本震源モデル，②短周期レベルの不確かさを考慮したケース（M7.2，Xeq=83km）
③断層面位置の不確かさを考慮したケース（M7.2，Xeq=76km）
④地震規模の不確かさを考慮したケース（M7.5，Xeq=83km）

 応答スペクトルに基づく手法では，Noda et al.（2002）による距離減衰式に，敷地で得られた海洋プレート内地震の観測記録の残差
を考慮して評価。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

３．３ 内陸地殻内地震
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（１）検討用地震選定にあたっての基本的考え方

【検討用地震選定にあたっての基本的考え方】

 検討用地震としては，①震源として考慮する活断層による地震から選定される地震，
に加え，②下北半島東部の地質構造上の特徴等を踏まえ敷地に対しより影響の大きい地震，
も検討用地震として考慮することにより，地震動評価上の保守性を確保する。

 特に，②については，敷地・敷地近傍の地質・地質構造上の特徴も踏まえ，その断層モデルの断
層面の一部が敷地近傍に及ぶモデルを想定する。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（２）敷地周辺における主な活断層分布

敷地周辺の主な活断層分布

No. 断層名
断層長さ

（km)
地震規模

M※1

等価震源
距離(km) ※2

１ 横浜断層 15.4 7.0 17.5

２ 敷地東方沖断層 14.5 7.0 20.5

３ 出戸西方断層 11 7.0 20.3

４ 上原子－七戸西方断層 51 7.7 69.8

５ 恵山沖断層 47 7.6 95.3

６ 折爪断層 53 7.7 97.5

７ 根岸西方断層 38 7.5 73.7

８ 青森湾西岸断層帯 31 7.3 77.1

９ 津軽山地西縁断層帯北部 16 7.1 78.2

１０ 津軽山地西縁断層帯南部 23 7.2 80.7

１１
函館平野
西縁断層帯

海域南東延長部を含む
函館平野西縁断層帯

26 7.2 97.5

海域南西延長部を含む
函館平野西縁断層帯

28 7.2 103.0

敷地周辺の主な活断層の諸元および想定する地震

※1 孤立した短い活断層であるNo.1～3はM0=7.5×1018Nmを仮定し武村（1990）により算定，No.8
～10は地震調査研究推進本部（2004b），（2004c）を参考に設定，それ以外は松田（1975）によ
り算定。

※2 等価震源距離算定にあたり，地震発生層深さは微小地震分布などから3km～15kmに設定，
断層傾斜角は地質調査，地震調査研究推進本部（2004b），（2004c）および地震調査研究推
進本部（2017）を参考に設定。

 地質調査の結果，敷地周辺に認められる活断層のう
ち，敷地に最も近い活断層は横浜断層（断層長さＬ
=15.4km，等価震源距離17.5km）である。

 なお，横浜断層の等価震源距離算定に当たっては，
地質調査結果に基づき断層傾斜角60°の西傾斜の
逆断層としている。
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内陸地殻内地震３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（３）震源として考慮する活断層による地震の検討用地震の選定

 敷地周辺に存在する主な活断層により想定される地震
が敷地に与える影響について，経験式（Noda et al.（
2002）による距離減衰式）で評価した場合，敷地に与え
る影響が最も大きい地震は横浜断層による地震（Ｍ7.0，
等価震源距離17.5km）である。

 よって，「横浜断層（西傾斜）による地震」を，震源として
考慮する活断層による地震の検討用地震として選定す
る。

敷地周辺の活断層に想定する地震の地震動評価

（Noda et al.(2002)による） 内陸補正なし

横浜断層による地震（M7.0）
敷地東方沖断層による地震（M7.0）
出戸西方断層による地震（M7.0）
上原子－七戸西方断層による地震（M7.7）
恵山沖断層による地震（M7.6）
折爪断層による地震（M7.7）
根岸西方断層による地震（M7.5）
青森湾西岸断層帯による地震（M7.3）
津軽山地西縁断層帯北部による地震（M7.1）
津軽山地西縁断層帯南部による地震（M7.2）
海域南東延長部を含む函館平野西縁断層帯による地震（M7.2）
海域南西延長部を含む函館平野西縁断層帯による地震（M7.2）
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（４）下北半島東部の地質構造上の特徴等を踏まえ想定する地震

 敷地周辺に存在する活断層は下北半島の広域的な応力場等に対応した高角な逆断層が多い。また，地下深部構造（屈折法トモグ
ラフィーによるＰ波速度分布）では，半島東西断面中央部付近に狭隘な速度構造の高まりが認められる。

 この狭隘な速度構造の高まりと関連するような活断層は存在しないため，この速度構造の高まりをテクトニックなものとしてとらえた
場合，活断層を伴わない規模の小さい地震として陸奥湾付近（東傾斜）及び太平洋側（西傾斜）に想定することが考えられる。

 一方，陸奥湾側には，敷地により近い位置に横浜断層が存在する。横浜断層は西傾斜の活断層であるが，陸奥湾付近に想定され
る規模の小さい東傾斜の地震を横浜断層の位置に考慮することにより，地震動評価上の保守性を確保する（「横浜断層（東傾斜）に
よる地震」） 。

下北半島の速度構造（東西断面図）と検討用地震敷地周辺の活断層の分布
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検討ケース
地震
規模

断層傾斜角
応力降下量

（短周期レベル）
SMGA位置

破壊
開始点

①基本震源モデル
（基本ケース）

M7.0
（Mw6.5）

60°西傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

②応力降下量の不確かさを考慮したケース
（不確かさケース）

M7.0
（Mw6.5）

60°西傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値×1.5倍

断層面上端 複数

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震
（５）検討用地震の断層モデルとその不確かさケース 横浜断層（西傾斜）による地震

横浜断層（西傾斜）による地震の震源モデル

横浜断層（西傾斜）による地震
【震源モデル（基本ケース）】
・地質調査結果では横浜断層は断層傾斜角60°の西傾斜の逆断層であること，下北半島では高角な逆断層が卓越していること，
地震調査研究推進本部（2017）では高角な逆断層の場合傾斜角を60°と設定していることを踏まえ，傾斜角は60°を採用。

・地質調査の結果では，断層長さは15.4kmと短い活断層のため，M0=7.5×1018Nmを上回るように断層長さは27kmを採用。
・SMGAは，保守的に活断層の認定される範囲において最も敷地に近い位置に考慮。また，応力降下量は地震調査研究推進本部
（2017）に基づいた値を採用。

【震源モデル（不確かさケース）】
・不確かさケースとして，応力降下量の不確かさ（短周期レベルで1.5倍）を考慮。

横浜断層
（15.4㎞）

GL-3km

GL-15km

8.3km

東通サイト

地震発生層については，
・上端深さ：3km
・下端深さ：15km

地震発生層厚さ12kmと設定

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ

：強震動生成域（SMGA）

：破壊開始点
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検討ケース
地震
規模

断層傾斜角
応力降下量

（短周期レベル）
SMGA位置

破壊
開始点

③基本震源モデル
（基本ケース）

M6.8
（Mw6.4）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

④断層長さの不確かさを考慮したケース
（不確かさケース１）

M7.0
（Mw6.5）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値

断層面上端 複数

⑤断層長さおよび応力降下量の不確かさを考慮
したケース（不確かさケース２）

M7.0
（Mw6.5）

60°東傾斜
地震調査研究推進本部
（2017）に基づく値×1.5倍

断層面上端 複数

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震
（６）検討用地震の断層モデルとその不確かさケース 横浜断層（東傾斜）による地震

横浜断層（東傾斜）による地震
【震源モデル（基本ケース）】

・下北半島では高角な逆断層が卓越していること，横浜断層より西側の陸奥湾付近に高角な断層を想定すると下北半島中軸部の狭隘な高まりと整合
すること，地震調査研究推進本部（2017）では高角な逆断層の場合傾斜角を60°と設定していることを踏まえ，傾斜角は60°に設定。

・当該想定震源は，下北半島中軸部の狭隘な高まりと整合する位置には活断層は認められない上で，その断層を保守的に横浜断層位置に仮定した位
置づけになるため，基本ケースとしては，断層長さをStirling et al.(2002)に基づき20kmを採用。

・SMGAは，保守的に活断層の認定される範囲において最も敷地に近い位置に考慮。また，応力降下量は地震調査研究推進本部（2017）に基づいた値
を採用。

→ 設定した震源モデルの断層面は敷地近傍に及ぶものとなる。
【震源モデル（不確かさケース）】

・不確かさケースとして，保守的に短い活断層の扱いに準じ，M0=7.5×1018Nmを上回るように断層長さ27kmを採用。
・不確かさケースとして，応力降下量の不確かさ（短周期レベルで1.5倍）を考慮，断層長さの不確かさケースと重畳させる。

検討用地震の断面と敷地との関係横浜断層（東傾斜）による地震の震源モデル

GL-3km

GL-15km

4.9km

東通サイト

6.6km
横浜断層
地表延長位置

L=20km
L=27km

：考慮する不確かさ ：予めモデルに織り込む不確かさ
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（７）検討用地震の地震動評価結果（断層モデルを用いた手法）

鉛直方向水平方向

NS方向 EW方向

①西傾斜 基本震源モデル
②西傾斜 応力降下量の不確かさを考慮したケース
③東傾斜 基本震源モデル
④東傾斜 断層長さの不確かさを考慮したケース
⑤東傾斜 断層長さおよび応力降下量の不確かさを考慮したケース
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 断層モデルを用いた地震動の評価には，統計的グリーン関数法※１（一部理論的手法とのハイブリッド※２）を採用。

※1 波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。
※2 短周期は入倉ほか（1997）による統計的グリーン関数法，長周期はHisada(1994)による理論的方法（波数積分法）を用いる。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

（８）検討用地震の地震動評価結果（応答スペクトルに基づく手法）

※Noda et al.（2002）による距離減衰式の適用範囲外であるため，Noda et al.（2002）以外の距離減衰式による評価（水平方向）を実施。

①西傾斜 基本震源モデル，②西傾斜 応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.0，Xeq=14km）
③東傾斜 基本震源モデル（M6.8，Xeq=9km） ※ 
④東傾斜 断層長さの不確かさを考慮したケース，⑤東傾斜 断層長さおよび応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.0，Xeq=10km） ※

水平方向 鉛直方向
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Noda et al.（2002）以外の距離減衰式：kanno et al.（2006）， Zhao et al.（2006），内山・翠川（2006），片岡ほか（2006）， Abrahamson et al.（2014），
Boore et al.（2014），Campbell et at.（2014），Chiou et al.（2014），Idriss（2014）

 横浜断層（西傾斜）による地震については，Noda et al.（2002）（内陸補正なし）により評価。
 横浜断層（東傾斜）による地震については，Noda et al.（2002）の適用範囲外のため，その他の各種距離減衰式で評価。
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４．基準地震動Ssの策定



39４．基準地震動Ssの策定

（１）基準地震動Ssの設計用応答スペクトル，設計用模擬地震波

基準地震動Ssの設計用応答スペクトルSs-1H（水平方向）

設計用模擬地震波Ss-1Hの加速度時刻歴波形

基準地震動Ssの設計用応答スペクトルSs-1V（鉛直方向）

設計用模擬地震波Ss-1Vの加速度時刻歴波形

 応答スペクトル手法に基づく基準地震動は最大加速度（水平方向）が600cm/s2（平成26年6月設置変更許可申請時のもの）。

→ これについては，「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルとの関係について今後精査した上で，改めて再設定を行
う予定。

 断層モデル手法に基づく基準地震動は，改めて設定する応答スペクトル手法に基づく基準地震動Ssとの関係を踏まえ，採用してい
く。



40４．基準地震動Ssの策定

（２）（参考）震源を特定せず策定する地震動の標準応答スペクトルとの関係

水平方向 鉛直方向

 「標準応答スペクトル」は地震基盤相当面で定義されるが，基準地震動Ssは解放基盤表面で定義されるため，両者の関係につい
ては，今後精査していく。
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設計用応答スペクトルSs-1V
（参考）標準スペクトル※
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※ 原子力規制委員会（2019）：第24回原子力規制委員会（令和元年8月28日)，
別添資料「別添１ 全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」に関する検討 報告書」による。
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